第5回「共済年金職域部分と退職給付に関する有識者会議」を開催-６月14日

－官民較差調整後の退職給付のあり方(年金と退職手当の組合せか、退職手当のみとするか)を検討－

※この交渉情報は、ホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。

6月14日、総理官邸で「共済年金職域部分と退職給付に関する有識者会議」（以下「有識者会議」）の第５回会議が開催された。第５回は、前回議論に引き続き、退職手当400万円の引下げによって官民較差を調整した後の公務員の退職給付のあり方、及び年金制度を創設する場合の財政方式、職域部分廃止による公務障害・遺族年金制度への影響について検討がなされた。

冒頭、岡田副総理は「前回の議論を踏まえて論点を整理しながらさらに議論を深めていただきたい」とあいさつし、続いて、退職手当の引下げにより官民較差を調整した後の退職給付のあり方に関し、前回会合で委員から質問のあった点などについて財務省から説明があった。

その後、質疑応答、フリーディスカッションが行われた。議論内容は以下のとおり。

１．退職給付のあり方について年金と退職手当の組み合わせか、退職手当のみとするかについて

○民間で企業年金が増えたのは支払平準化、外部積立化という経緯があり、公務に企業年金をつくる理屈になるのか。年金型を採っているのは民間においても半数の企業であり、中小企業ではとっていない。一時金だけでも良いのではないか。

○被用者年金一元化法案附則２条に「新たな公務員制度としての年金給付の制度を設ける」とあること、公務においても老後生活を支える基盤として年金制度が必要であること、民間でも企業年金制度を設けている企業が大半であること、から新たな年金制度が必要。

○税による退職給付の負担が官民均衡で変わらないのであれば、モラルが高い公務員からよい公務サービスを期待できるのはどちらかという観点から考えるべき。年金支給制限を残すことで退職後も公務員としての自覚を持たせられるなど、服務規律維持のための人事管理ツール及び公務員の信用失墜防止機能を果たす上でも、年金制度が必要。

○国家公務員共済組合法が目的に掲げる「相互救済」の視点からみても、新たな職域年金をつくる際には、労使折半、終身年金、従来の公務員の年金制度の継承などは必須である。

○年金を選択する場合には、終身年金部分もあり、一時金を選択できる部分もあるという制度がよいのではないか。

○どちらを選択しても税による退職給付の負担が変わらないということであれば、確定給付型年金制度でよい。むしろ、設計次第では確定給付型の方が拠出型よりも費用を安く抑えられる可能性もあるのではないか。国民がまた公務員優遇ではないかという疑念を抱くことのないよう、新制度の名称も含め、明確に説明し理解を得るため努力が必要。

２．年金制度を創設する場合の財政方式について

○確定給付でも確定拠出でも官民調整すれば最終的な税負担は変わらない。確定拠出で個人に運用をゆだねるよりも、確定給付でプロが運用した方がリターンが高く、税負担が減る可能性もある。確定拠出型は目の前の金利変動をあまりにも意識しすぎてしまい、目先の利益にとらわれてしまう。しかし、年金というのはあくまで将来の受取時にどうなっているのか重要。

○民間でも完全な確定拠出型にしたという企業はあまりない。確定給付型をとる企業の中には、会社に対する従業員の愛着心を維持するため確定拠出年金を導入しないという企業もある。公務員についても長期にわたって働いてもらうため、確定給付がよい。

○確定拠出型では、一旦個人口座に支払われたお金については3年以上勤続者の年金は使用者は手を付けられないので、不祥事を防ぎ、まじめに公務員を働かせるためにも確定給付がよい。

○確定給付型の方が、長寿リスクをみんなでプールできるという点でも優れている。

○給付額の予測がつき人生設計をしやすいという点からみても、従来方式の確定給付が望ましい。

○公務員の場合は機密情報を知りうる立場にありインサイダー取引発生の可能性があるため、確定拠出の採用はありえない。

○追加拠出リスクをなくすには確定拠出だが、確定給付にする場合でも従来方式よりもキャッシュバランス方式の方がリスクが少ない。

○確定拠出型において、職員の選択した商品が運用に失敗した場合、企業年金受給額は減少するが、退職給付全体で官民均衡が図られるため、結局は退職手当で補填される。一方、確定給付型では積立リスクの問題があるが、この不足部分について税が投入されることから、結局のところどちらについても税負担は行われることになる。

○確定給付でも確定拠出でも最終的な税負担は変わらないとしても、年金を導入するなら年金として追加拠出のリスクは減らすべき。キャッシュバランス方式はもともと追加拠出のリスクが少ないが、公務員独自の制度としてさらにリスクを少なくする工夫ができるということなので、追加拠出のリスクは発生しにくいのではないか。

○確定給付型の公務員企業年金が創設されれば、民間への新たなモデルとなる。

３．公務障害・遺族年金制度について

○この間の大震災などにおける警察・自衛隊の活動を考えれば、これらの給付について国民から増やすべきという声は出ても、減らせという声はないのではないか。

○公務の特殊性や公務員の生活保障を担保するため、公務災害補償とは別に、障害・遺族年金の創設を可能とする確定給付型の新たな年金制度で対応すべき。

○今は全額国庫負担だが、公務員に年金を導入して労使折半の保険料で賄うこととすれば税金の節約になるのではないか。

○わが国の警察組織は、警察庁と各都道府県警察が相互に連携して現場における職務を遂行しており、この不可分一体の機能を処遇面からも担保するため、全国同一の保障としている。この点を踏まえ、新たな年金制度を作るとすれば、国と地方で同一の制度を導入すべきである。

以上の議論が展開され、官民較差調整後の退職給付の配分のあり方について、委員から自由な意見が出されたところ、広い意味での確定給付型年金、キャッシュバランス方式を採用してはどうかという意見が多数であった。今後は、これらの意見を踏まえ、権丈委員及び山崎委員の２名に起草委員として原案を作成いただき、次回会議でこれを元に議論を行うことが確認された。

また、園田内閣府大臣政務官が、民主党の被用者年金一元化に関する合同会議での議論を紹介し、ここでの議論も有識者会議の議論を踏まえて行われることになっているとの説明があった。

次回日程は、７月２日（月）17時を目途に行うよう事務局で調整することとし、閉会した。
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